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１．事業概要

（１）

*　法適　((主営業収益＋その他営業収益)/(営業費用＋営業外費用)  × 100)
　 非適　((料金収入＋その他営業収益)/(営業費用＋営業外費用＋地方債償還金)  × 100)

事 業 名 駐車場事業

駐車場事業経営戦略

団 体 名 宇都宮市

事 業 の 種 類 駐車場事業 施 設 名
宇都宮市営駅西駐車場
宇都宮市営中央駐車場
宇都宮市営相生駐車場

策 定 日 29

計 画 期 間 28 年度 38

事　業　形　態　等

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 非適用 事 業 開 始 年 度 平成元年

職 員 数 １人（兼務）

事 業 の 内 容 駐車場維持管理事業

　H27 407,687台

経 常 収 支 比 率
（又は収益的収支比率）
※過去３年度分を記載

　H25 56％ 　H26 70％ 　H27 70％

年 間 利 用 状 況
※単位を明記すること
※過去３年度分を記載

　H25 372,411台 　H26 385,147台

143％

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 指定管理者制度（利用料金制）

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

経 費 回 収 率 *
※過去３年度分を記載

　H25 177％ 　H26 143％ 　H27



（２） 料　金　形　態

（３） 施 設 を 取 り 巻 く 環 境 等　

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

・　市営駅西駐車場
　午前７時から午後１０時まで　２０分１００円
　午後１０時から翌日午前７時まで　１時間１００円
・　市営中央駐車場
　午前８時から午後１０時まで　２０分１００円
　午後１０時から翌日午前８時まで　１時間１００円
　１箇月　４１，１４０円
・　市営相生駐車場
　午前９時から午後１０時まで　２０分１００円
　午後１０時から翌日午前９時まで　１時間１００円
　１箇月　４１，１４０円

　過去の実績等からの総合的な判断により，料金を見直ししている

宇都宮市の中心市街地に立地する駐車場であり，近隣には駅，商業施設，オフィスビル，商店街等が存在する
　【主な周辺施設について】
　・　市営駅西駐車場　　ＪＲ宇都宮駅，ＰＡＳＥＯ，ララスクエア宇都宮
　・　市営中央駐車場　　東武宇都宮駅，東武宇都宮百貨店，オリオン市民広場
　・　市営相生駐車場　　宇都宮パルコ，表参道スクエア，二荒山神社

・　商業支援
　　中心市街地への買い物客や事業者の駐車場として，市内の商業を支援する
・　経営基盤の強化
　　安定経営を図るため，指定管理者と連携して，営業活動を強化する
・　満足度の高いサービスの提供
　　利用者のニーズを的確に把握し，顧客満足度の向上に努める

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

・　施設全体で，毎年１１０万円程度の修繕費を計上することで日常的な修繕の対応を行う
・　指定管理者と連携を図り，今後の修繕箇所や設備投資について，検討を行う

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方



②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

防災・安全対策に関する事項
事故のないようサービス向上に努める
修繕箇所を精査し，優先すべき箇所から修繕を行う

・　指定管理者制度（利用料金制度）であり，指定管理者からの納付金が主な収入となる

・　納付金収入では，経営状況を改善することは困難であることから，支出の抑制に努め，経常利益の確保を図る
・　安定経営を図るため，指定管理者と連携し，サービス向上の取組を通じて，利用客の増加に努める

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

投資の平準化に関する事項 修繕箇所や設備投資をすべき箇所を精査することで，計画的な投資を行う

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項 施設の利用状況などから，総合的に判断を行う

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

指定管理者と連携を図り，民間企業のノウハウを活用する

その他



②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．公営企業として実施する必要性など

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

料金単価に関する事項 定期的に，近隣状況の確認を行う

利用状況に関する事項 毎月の事業報告書で把握する

繰入金に関する事項 現在，繰入金なし

資産の有効活用に関する事項
中心市街地にあることから，収益が見込める場所であるため，利用料金の徴収
を行う

その他

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

指定管理者制度（利用料金制）を導入しており，民間企業のノウハウを活用する

職員給与費に関する事項 市職員１人（兼務）で行う

公営企業として実施する必要性
　中心市街地への来訪者の利便性を向上させることにより，中心市街地の商業支援
　を行う

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

主に毎月の報告書から進捗管理を行い，指定管理者更新時や大規模改修時等のタイ
ミングで経営戦略の見直しを行う

委託費に関する事項 指定管理者制度（利用料金制）を導入しており，管理業務を委託する

その他

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

・　市営駅西駐車場
　　中心市街地に立地し，主にＪＲ宇都宮駅での送迎客や近隣商業施設の駐車場
　　として機能し，中心市街地の集客力を高めることや渋滞緩和機能を有している
・　市営中央駐車場
　　中心市街地に立地し，主に市施設利用者や近隣店舗利用者の駐車場として機能
　　しており，中心市街地の集客力を高めている
・　市営相生駐車場
　　中心市街地に立地し，主に大型商業施設や近隣店舗利用者の駐車場として機能
　　しており，中心市街地の集客力を高めている



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 143,215 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216 143,216

（１） (B) 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208

ア

イ (C)

ウ 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208

（２） 7 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

ア

イ 7 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

２ (D) 100,123 102,171 102,632 100,732 101,748 102,753 102,753 102,753 102,753 102,753 102,753 102,753

（１） 99,291 100,071 100,532 98,632 99,648 100,653 100,653 100,653 100,653 100,653 100,653 100,653

ア

イ 99,291 100,071 100,532 98,632 99,648 100,653 100,653 100,653 100,653 100,653 100,653 100,653

（２） 832 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

ア

イ 832 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

３ (E) 43,092 41,045 40,584 42,484 41,468 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 43,992 41,045 40,584 42,484 41,468 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463

（１）

（２） (H)

（３）

（４） 43,992 41,045 40,584 42,484 41,468 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463 40,463

（５）

３ (I) △ 43,992 △ 41,045 △ 40,584 △ 42,484 △ 41,468 △ 40,463 △ 40,463 △ 40,463 △ 40,463 △ 40,463 △ 40,463 △ 40,463

38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

27年度 37年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分
38年度28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度27年度 37年度

(J) △ 900

(K)

(L) 3,937 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036

(M)

(N) 3,037 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036

(O) 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036 3,036

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208 143,208

（T)

(U)

(V) 147,341 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342 147,342

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）（単位：千円）

年　　　　　度

区 分

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 143

赤 字 比 率 （ ×100 ）

139 139 139 139

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

140 140 142 141 139 139

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 38年度

収 益 的 収 支 分

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度27年度

139

37年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

地 方 債 残 高

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)


